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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

1. 商     号 日本クラウド証券株式会社 

2. 登 録 年 月 日  平成 19 年 9 月 30 日 

（登録番号）        （ 関東財務局長（金商）第 115 号 ） 

3. 沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年    月 沿        革 

平成９年７月７日 ディー・ブレイン証券株式会社設立（資本金１億 8,000 万円） 

平成９年８月19日 証券業免許取得 

平成９年８月22日 日本証券業協会加入 

平成９年８月25日 営業開始 

平成10年３月20日 第三者割当増資実施（資本金２億 3,000 万円） 

平成11年２月26日 資本金２億 3,500 万円に増資 

平成12年３月29日 資本金２億 9,750 万円に増資 

平成12年10月12日 資本金６億 6,267 万５千円に増資 

平成13年１月25日 引受業務認可取得 

平成13年３月30日 資本金７億 4,242 万５千円に増資 

平成14年１月 7日 福岡証券取引所に特定正会員として加入 

平成14年４月１日 （株）名古屋証券取引所の総合取引参加者資格取得 

平成14年５月１日 札幌証券取引所の特定正会員資格取得 

平成16年８月１日 （株）大阪証券取引所 IPO 取引資格取得 

平成18年６月29日 株式分割１：100 実施し同時に単元株制度を導入（１単元 100 株） 

平成18年９月28日 公募新株式 150,000 株を発行し資本金を７億 9,000 万円に増資 

平成21年３月30日 公募新株式 45,200 株を発行し資本金を８億 175 万 2 千円に増資 

平成22年３月26日 公募新株式 23,300 株を発行し資本金を８億 466 万４千円に増資 

平成22年９月21日 第三者割当増資により資本金８億 1,466 万 3,990 円に増資 

平成22年11月１日 商号をみどり証券株式会社に変更 

平成23年３月18日 第三者割当増資により資本金８億 1,981 万 3,990 円に増資 

平成24年３月14日 第三者割当増資（債務の株式化）により資本金８億 3,481 万 4,490 円に増資 

平成24年３月30日 第三者割当増資により資本金８億 4,170 万 7,890 円に増資 

平成25年３月29日 資本金を 5,500 万円に減資 

平成25年４月１日 商号を現在の日本クラウド証券株式会社に変更 

平成25年７月30日 公募新増資により資本金を 8,317 万円に増資 

平成25年10月31日 第三者割当増資により資本金１億１千万円に増資 

平成26年10月 1日 単独株式移転によりクラウドバンク株式会社の 100％子会社となる 

平成28年３月31日 第三者割当増資（債務の株式化）により資本金１億 4,240 万円に増資 

平成28年 11 月22日 第三者割当増資により資本金１億 5,740 万円に増資 

平成29年３月31日 資本金を 1億円に減資 

平成29年11月 15 日 
日本クラウド証券株式会社を存続会社としてクラウドバンク CA 株式会社を
吸収合併 

令和元年 8月 13 日 事務所を東京都港区六本木七丁目 15 番 7 号に移転 
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(2) 経営の組織 令和 4 年 3 月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 株主の状況 

令和4年3月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 
議決権総数に対する 

所有議決権数の割合(％) 

クラウドバンク株式会社 東京都港区六本木七丁目１５番７号 7,635,381 100.00 

計 ― 7,635,381 100.00 

5. 取締役及び監査役の氏名及び役職名 

役 職 名 氏    名 

代 表 取 締 役 社 長 橋 村  純 

取 締 役 土 井  充 

取 締 役 田 中    寛 

取 締 役 鈴 村  建 直 

取 締 役 喜 多 埜  裕 明  

監 査 役 塩 野  治 夫 

以 上 6 名 

6. 政令で定める使用人の氏名 

（金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する使用人の氏名） 

役   職 氏    名 

取締役  

兼 内部管理統括責任者 
土 井  充  

法務 

・コンプライアンス 

内部監査室 

セールス. IT 

IT Gr. 財務・経理 Gr. 

業務管理 

取締役会 

社長 

コンプライアンス委員会 

株主総会 

マーケティング Gr. 法務・コンプライアンス Gr. 

監査役 

経営会議 

取扱審査会 

審査 Gr. 

カスタマー 

カスタマーGr. 

経営管理 

経営管理 Gr. 

コモディティ 

コモディティ Gr. 
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7. 業務の種別 

 金融商品取引法第 28 条第 1 項第 1 号に掲げる行為に係る業務 

 有価証券等管理業務 

 第二種金融商品取引業 

 金融商品取引法第 35 条第 1 項に掲げる業務 

8. 本店の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本   店 東京都港区六本木七丁目 15 番 7 号 

9. 他に営んでいる事業の種類 

金融商品取引法第 35 条第 2項第 3号、第 4号及び金商業府令第 68条第 1号に掲げる業務 

10. 手続実施基本契約を締結する指定紛争解決機関 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせんセンター 

11. 加入している金融商品取引業協会 

日本証券業協会 

12. 対象事業者となる認定投資者保護団体 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせんセンター 

13. 加入している金融商品取引所 

令和 4 年 3 月 31 日現在、加入している金融商品取引所はありません。 

14. 加入している投資者保護基金 

日本投資者保護基金 

15. 金融商品取引業等に関する内閣府令第 7 条第 3 号イ及び第 3 号の 2 から第 9 号までに掲げる事項 

当社は、有価証券関連業及び特定有価証券等管理行為を行っております。 

16. 苦情処理措置及び紛争解決措置 

特定第一種金融商品取引業務 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターと手続実施基本契約を締結する

措置 

特定第二種金融商品取引業務 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターを利用する措置 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

1. 当事業年度の業務の概要 

前期に引き続き、弊社グループの主力事業であるクラウドファンディング事業が堅調に推移いたし

ました。その結果、当社における営業収益は、814 百万円、となり、当期純利益を 160 百万円計上し

ております。 

2. 業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 （単位：百万円） 

 令和 2年 3月期 令和 3年 3月期 令和 4年 3月期 

資本金 100 100 100 

発行済株式総数（株） 7,635,381 株 7,635,381 株 7,635,381 株 

営業収益 853 769 814 

純営業収益 853 769 814 

（受入手数料） (739) (690) (791) 

((委託手数料)) ― ― 0 

((引受・売出し手数料)) ― ― ― 

((募集・売出し取扱手数料)) ― ― ― 

((その他の受入手数料)) 739 690 791 

（トレーディング損益） ― ― ― 

((株券)) ― ― ― 

((債券)) ― ― ― 

((受益証券)) ― ― ― 

経常損益 315 284 243 

当期純損益 33 204 160 

 

 

 

 

 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券売買高の推移 （単位：百万円） 

 令和 2年 3月期 令和 3年 3月期 令和 4年 3月期 

自 己 0 0 0 

委 託 0 0 16 

計 0 0 16 

 

② 有価証券引受・売出し及び募集・売出し又は私募の取扱高 （単位：百万円） 
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 引受高 売出高 募集取扱高 売出取扱高 私募取扱高 

令
和 
2
年 
３ 
月 
期 

株券 0 0 0 0 0 

国債証券 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 

受益証券 0 0 0 0 0 

令
和 
3
年 
３ 
月 
期 

株券 0 0 0 0 0 

国債証券 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 

受益証券 0 0 0 0 0 

令
和 
4
年 
３ 
月 
期 

株券 0 0 0 0 0 

国債証券 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 

受益証券 0 0 0 0 0 

 

(3) その他業務の状況                         （単位：百万円） 

 令和 2年 3月期 令和 3年 3月期 令和 4年 3月期 

グループ内貸付による収益 20 18 22 

宅地建物取引業による収益 ― ― ― 

金地金取引による収益 ― ― 1 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 （単位：％、百万円） 

 令和 2年 3月 令和 3年 3月 令和 4年 3月 

自己資本規制比率（Ｃ／

Ｇ） 
307.7％ 323.4％ 286.1％ 

控除後自己資本（Ｃ） 423 593 659 

リスク相当額合計（Ｇ） 137 183 230 

 市場リスク相当額 0 0 3 

取引先リスク相当額 21 42 89 

基礎的リスク相当額 115 139 138 

 

(5) 使用人及び外務員の総数 （単位：名） 

区     分 令和 2年 3月期 令和 3年 3月期 令和 4年 3月期 

使  用  人 31 32 31 

（うち外 務 員） 6 8 8 

（注）期末日現在の人員で、正社員、出向社員、及び非常勤社員含む 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】     

    (単位：千円) 

  
前事業年度 

(令和 3年３月 31 日) 
 

当事業年度 

(令和 4年３月 31 日) 

資産の部     

流動資産     

現金・預金  3,850,900  5,337,359 

預託金  50,000  50,000 

短期差入保証金  25,510  23,278 

未収収益  37,862  59,670 

未収入金 ※3 127,022 ※3 178,464 

前払金  ―  ― 

前払費用  ―  3,183 

短期貸付金 ※3 655,000 ※3 745,000 

その他流動資産  ―   ― 

貸倒引当金  △17,145  △17,145 

流動資産計  4,729,150  6,379,810 

固定資産     

有形固定資産 ※1 2,078 ※1 3,674 

器具備品  890  2,941 

一括償却資産  1,187  732 

無形固定資産  7,606  5,501 

ソフトウエア  7,606  5,501 

投資その他の資産  14,872  13,018 

投資有価証券  7,209  4,734 

出資金  4,218  4,218 

長期差入保証金  500  700 

繰延税金資産  2,945  3,365 

固定資産計  24,557  22,194 

繰延資産     

創立費  ―  ― 

繰延資産計  ―  ― 

資産合計  4,753,708  6,402,005 
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前事業年度 

(令和 3年３月 31 日) 
 

当事業年度 

(令和 4年３月 31 日) 

負債の部     

流動負債     

預り金  3,099,829  4,847,538 

顧客からの預り金  3,098,965  4,846,458 

その他の預り金  863  1,079 

短期借入金  300,000  ― 

未払金  1,500  1,500 

未払費用  41,285  57,416 

前受金  ―  ― 

未払法人税等  37,731  64,669 

賞与引当金  ―  ― 

その他流動負債  178  868 

流動負債計  3,480,524  4,971,993 

固定負債     

長期借入金 ※3 70,000 ※3 70,000 

固定負債計  70,000  70,000 

特別法上の準備金     

金融商品取引責任準備金 ※2 111 ※2 111 

特別法上の準備金計  111  111 

負債合計  3,550,636  5,042,105 

純資産の部     

株主資本     

資本金  100,000  100,000 

資本剰余金     

資本準備金  87,673  87,673 

その他資本剰余金  128,930  128,930 

資本剰余金合計  216,603  216,603 

利益剰余金     

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金  886,785  1,045,131 

利益剰余金合計  886,785  1,045,131 

自己株式  －  － 

株主資本合計  1,203,388  1,361,735 

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  △316  △1,835 

評価・換算差額等合計  △316  △1,835 

純資産合計  1,203,072  1,359,899 

負債純資産合計  4,753,708  6,402,005 
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②【損益計算書】     

    (単位：千円) 

   

当事業年度 

(自令和 2年 4月１日 

 至 令和 3年 3月 31 日) 

  

当事業年度 

(自令和 3年 4月１日 

 至 令和 4年 3月 31 日) 

営業収益     

受入手数料  690,421  791,182 

委託手数料  －  55 
その他の受入手数料 ※1 690,421 ※1 791,126 

金融収益  78,864  23,047 

その他営業収益 ※2 73 ※2 - 

営業収益計  769,359  814,230 

金融費用  -  - 

純営業収益  769,359  814,230 

営業費用     
販売費・一般管理費     

取引関係費 ※3 168,860 ※3 222,441 

人件費 ※4 230,499 ※4 250,823 

不動産関係費 ※5 1,002 ※5 1,056 
事務費 ※6 3,567 ※6 4,362 

減価償却費  2,761  3,301 

租税公課 ※7 1,229 ※7 1,161 

貸倒引当金繰入額  －  － 
その他 ※8 97,777 ※8 86,476 

販売費・一般管理費計  505,697  569,623 

営業利益  263,661  244,606 

営業外収益計  26,881  5,149 

営業外費用計  6,386  5,823 

経常利益  284,156  243,932 

特別利益     

投資有価証券売却益  ―  ― 
その他  ―  ― 

特別利益計  ―  ― 

特別損失     

固定資産除却費  45  ― 

投資有価証券評価損  ―  109 
投資有価証券売却損  ―  ― 

賠償費用  ―  ― 

その他  ―  ― 

特別損失計  45  109 

税引前当期純利益  284,110  243,822 

法人税、住民税及び事業税  50,014  83,547 

法人税等調整額  29,585  △587 

法人税等合計  79,599  82,959 

当期純利益  204,510  160,862 

 



 

 

③株主資本等変動計算書 

当事業年度(自 令和 2 年 4 月 1 日 至 令和 3 年 3 月 31 日) 

（単位：千円） 

 株主資本 評価・換算差額等 新株

予 

約権 

新株

予 

約権 

純資産 

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自

己

株

式 

株主資 

本合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

繰延ヘ 

ッジ損 

益 

土地再 

評価差 

額金 

評価・ 

換算差 

額等合 

計 

資本準 

備金 

その他 

資本剰 

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益

準 

備金 

その他利益剰余 

金 

利益剰 

余金合 

計 
積

立

金 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 100,000 87,673 128,930 216,603   682,274 682,274  998,877 1,592   1,592   1,000,470 

当期変動額                  

新株の発行                     

剰余金の配当                          

当期純利益       204,510 204,510  204,510            204,510 

自己株式の処

分 
               

 
  

資本金及び準

備金減少 
                 

株主資本以外

の項目 

の当期変動額

（純額） 

          △1,909   △1,909   △1,909 

当期変動額合計       204,510 204,510  204,510 △1,909   △1,909   202,601 

当期末残高 100,000 87,673 128,930 216,603   886,785 886,785  1,203,388 △316   △316   1,203,072 
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③株主資本等変動計算書 

当事業年度(自 令和 3 年 4 月 1 日 至 令和 4 年 3 月 31 日) 

（単位：千円） 

 株主資本 評価・換算差額等 新株

予 

約権 

新株

予 

約権 

純資産 

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自

己

株

式 

株主資 

本合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

繰延ヘ 

ッジ損 

益 

土地再 

評価差 

額金 

評価・ 

換算差 

額等合 

計 

資本準 

備金 

その他 

資本剰 

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益

準 

備金 

その他利益剰余 

金 

利益剰 

余金合 

計 
積

立

金 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 100,000 87,673 128,930 216,603   886,785 886,785  1,203,388 △316   △316   1,203,072 

過年度利益剰

余金修正額 
      △2,516 △2,516  △2,516     

 
 △2,516 

修正再表示後

期首残高 
100,000 87,673 128,930 216,603   884,269 884,269  1,200,872 △316    △316  

 
  1,200,556 

当期変動額                          

当期純利益       160,862 160,862  160,862            160,862 

自己株式の処分                   

資本金及び準備

金減少 
                 

株主資本以外の

項目 

の当期変動額

（純額） 

          △1,519   △1,519   △1,519 

当期変動額合計       160,862 160,862  160,862 △1,519   △1,519   159,343 

当期末残高 100,000 87,673 128,930 216,603   1,045,131 1,045,131  1,361,735 △1,835   △1,835   1,359,899 



 

【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

*1 有形固定資産から控除した減価償却累計額 (単位：千円) 

 
前事業年度 

(令和3年3月31日) 
当事業年度 

(令和3年3月31日) 

建物 ― ― 

器具備品 3,084 3,538 

償却資産 2,285 3,027 

リース資産 ― ― 

 

*2 金融商品取引法の規定に基づく準備金を計上しております。準備金の計上を規定した法令の条

項は、以下のとおりです。 

金融商品取引責任準備金  金融商品取引法第46条の５ 

 

*3 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

 
前事業年度 

(令和3年3月31日) 
当事業年度 

(令和4年3月31日) 

短期貸付金 

未収入金 

未払金 

長期借入金 

655,000 

147,739 

1,678 

70,000 

745,000 

178,017 

1,500 

70,000 

 

（損益計算書関係） 

*1 その他の受入手数料の内訳 (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自  令和2年４月１日 
至  令和3年３月31日) 

当事業年度 
(自  令和3年４月１日 
至  令和4年３月31日) 

受入手数料 5,187 5,638 

関係会社受入手数料 685,233 785,487 

計 690,421 791,126 

 

*2 その他営業収益の内訳 (単位：千円)  

 
前事業年度 

(自  令和2年４月１日 
至  令和3年３月31日) 

当事業年度 
(自  令和3年４月１日 
至  令和4年３月31日) 

営業者融資手数料 73 ― 

計 73 ― 
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*3 取引関係費の内訳 (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自  令和2年４月１日 
至  令和3年３月31日) 

当事業年度 
(自  令和3年４月１日 
至  令和4年３月31日) 

支払手数料 49,552 48,749 

取引所・協会費 1,535 1,693 

通信・運送費 4,059 2,537 

旅費・交通費 578 551 

広告宣伝費 112,892 168,672 

交際費 99 123 

会議費 142 115 

計 168,860 222,441 

 

*4 人件費の内訳 (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自  令和2年４月１日 
至  令和3年３月31日) 

当事業年度 
(自  令和3年４月１日 
至  令和4年３月31日) 

役員報酬・従業員給料 191,107 206,525 

その他の報酬給料 8,655 ― 

福利厚生費 29,493 31,990 

賞与 ― 12,308 

退職金 1,242 ― 

賞与引当金戻入 ― ― 

計 230,499 250,823 

 

*5 不動産関係費の内訳 (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自  令和2年４月１日 
至  令和3年３月31日) 

当事業年度 
(自  令和3年４月１日 
至  令和4年３月31日) 

不動産費 1,002 1,056 

計 1,002 1,056 

 

*6 事務費の内訳 (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自  令和2年４月１日 
至  令和3年３月31日) 

当事業年度 
(自  令和3年４月１日 
至  令和4年３月31日) 

事務委託費 2,610 2,688 

事務用品費 957 1,674 

計 3,567 4,362 

 

*7 租税公課の内訳 (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自  令和2年４月１日 
至  令和3年３月31日) 

当事業年度 
(自  令和3年４月１日 
至  令和4年３月31日) 

印紙税 300 177 

その他の租税公課 928 983 

計 1,229 1,161 

 

 

 



 

 
14 

*8 販売費・一般管理費の「その他」の内訳 (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自  令和2年４月１日 
至  令和3年３月31日) 

当事業年度 
(自  令和3年４月１日 
至  令和4年３月31日) 

販売促進費 11,653 ― 

システム利用料 31,577 33,418 

関係会社委託費 31,812 31,817 

支払報酬料 13,107 12,905 

その他 9,627 8,334 

計 97,777 86,476 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 

長期借入金 （単位：千円） 

 
前事業年度末 

(令和3年3月31日) 
当事業年度末 

(令和4年3月31日) 

クラウドバンク株式会社 70,000 70,000 

計 70,000 70,000 

 

短期借入金 （単位：千円） 

 前事業年度末 
(令和3年3月31日) 

当事業年度末 
(令和4年3月31日) 

東京証券信用組合 300,000 ― 

計 300,000 ― 

３．保有有価証券の状況 

(単位：百万円) 

 令和 3年 3月期末 令和 4年 3月期末 

貸借対照表 

計上額 
時  価 評価損益 

貸借対照表 

計上額 
時  価 評価損益 

1. 流動資産 

株 式 

債 券 

その他 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

2. 固定資産 

株 式 

債 券 

その他 

7 
0 
― 
6 

0 
0 
― 
0 

0 
0 
― 
0 

4 
0 
― 
4 

0 
0 
― 
0 

0 
0 
― 
0 

４．デリバティブ取引の状況 

該当事項はありません。 
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Ⅳ 管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

当社の内部管理に関する業務については、法務・コンプライアンスディビジョンが行っておりま

す。 

現在、担当者 2 名を置いており、内部監査については監査役や内部管理統括責任者と連携して実

施しており、内部牽制上支障のないものと判断しております。 

２．分別保管の状況 

(1) 顧客分別金（令和 4 年 3 月末現在） 

(単位：百万円) 

項   目 金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 0 

顧客分別金信託額 50 

期末日現在の顧客分別金必要額 0 

 

(2) 有価証券の分別保管 

① 保護預り有価証券（令和4年3月末現在） 

有価証券の種類 国 内 証 券 外 国 証 券 

国内上場株券 3,841 千 株 ―千 株 

その他国内株券 174 千 株 ―千 株 

債  券 ―百万円 ―百万円 

受益証券  ―百万円 ―百万円 

新株引受権証書 ―百万円 ―百万円 

その他 ―百万円 ―百万円 

外国証書 ―百万円 

コマーシャル・ペーパー ―百万円 

 

② 受入代用有価証券（時価） 

該当事項はありません。 

 

③ 保管の状況 

 国内上場株券 原則として、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口座管

理機関として証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振替口座簿によ

り当社の固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理しております。顧客有価証券に係る

各顧客の持分については、当社の帳簿等により、直ちに判別できるよう管理しています。 

 その他国内株券 顧客有価証券の保管場所について当社の固有有価証券等の保管場所と明

確に区分し、かつ、当該顧客有価証券について各顧客の有価証券であるかが直ちに判別で

きる状態で保管することにより管理しています。 



 

 
16 

Ⅴ 連結子会社等の状況 

 

当社の子会社は 2 社であり、当社の完全子会社であります。 

なお、当社及び当社の子会社は、当社の完全親会社であるクラウドバンク株式会社の連結子会社にあ

たります。 

 

（子会社の照合その他の事項） 

商号 主たる事務所の所在地 資本金 

(千円) 

事業の内容 議決権

の割合 

CB 事業開発 1 号

合同会社 
東京都港区六本木七丁目 15 番 7 号 2,000 再生可能エネルギー発電事業 100% 

クラウドバンク

EI１号合同会社 東京都港区六本木七丁目 15 番 7 号 1 再生可能エネルギー発電事業 100% 

 

 

以 上 

 


